























































































（安衛法 13 条 2 項）。この規定に基づき、安衛則では具体的な資格要件が定められている














































































































9 月 11 日に労使代表によって協議された「労働医学の現代化に関する協定議定書」によれ
ば、まず、労災補償制度上の医療保険医が休職中の労働者の傷病の安定化および復職の時
期を予測した場合には、医療保険医が、医療保険医および労働医、場合によっては主治医
などの合議体による委員会を組織すべきとする。そして、当該労働者に対し復職「前」健
診を受診させ、この健診の結果得られた資料等をもとに、当該委員会は労災保険のネット
ワークおよび政府機関と連携の上、使用者に対し、労働者がよりよい労働条件のもとで労
働を再開できるような提案を行うとされる。この改革案においては、労働医は人事上の提
案をおこなう委員会のメンバーのひとりと位置づけられ、従来のように労働者の再配置先
を単独で判断することはない。しかし、労働医の就労可能性判定機能そのものを廃止しよ
うとするものではないし、労働者の症状と企業の就労環境の双方に熟知している労働医に
対しては、ますます大きな役割が期待されている。結局この議定書は白紙となったが、そ
の後の法改正により復職「前」健診が義務化されるなど、この議定書の方向性は一部法制
度化されている。 
以上みてきたように、フランス労働医はその成立当初から、傷病に陥った労働者の就労
可能性を判定する機能を与えられていた。そして、その就労可能性判定機能は、時代の要
請に応じて、労働者の雇用を終了させるものから労働者の雇用を保護するものへと変化し
ていき、近年さらにその機能は強化されている。精神疾患等新たな傷病の増加等の影響も
あり、現在では多くの問題点が指摘されているものの、それでも依然として、労働者の健
康保護および雇用保護のために中心的な機能を担い続けている。 
 
 
３．日仏における産業医の制度的位置付けの相違とその就労可能性判断への影響 
 
フランスが労働医に就労可能性判定機能という強力な権限を与えることができたのは、
ひとえに、労働医制度に対する強い制度的信頼があるからにほかならない。前述のとおり、
フランスの労働医は、公衆衛生学的観点から企業の労働環境を監視したり各種調査をおこ
なう第三者機関としての性格が強いものとして制度設計されており、専門性および職務遂
行における独立性・中立性が非常に強く保障されている。そのため、傷病に陥った労働者
の就労可能性を判定し、また雇用保護のため使用者に人事上の提案をするという、極めて
専門性・中立性の要求される任務を担うことも可能となっているのである。たしかに、現
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在では精神疾患等の新たな傷病が増加していることもあって、労働医が有する就労可能性
判定機能に対し様々な問題点が指摘されている。しかし、使用者が傷病に陥った労働者の
処遇を決定する際に、労働医が制度的に関与すること自体に対して疑問を呈する見解は見
あたらない。高い専門性と職務遂行における独立性・中立性が保障され、労働者の健康状
態と労働環境の双方を熟知する労働医に対しては、以前にも増して重要な役割が期待され
ているのである。結果として使用者は、労働医学の専門的知識を有する労働医から適格な
判断材料を得ることができるため、わが国に比して適切な処遇を行うことができる状況に
あるものと考えられる。 
一方わが国では、前述のとおり産業医はあくまでも使用者の助言・補助機関としての位
置付けしか与えられておらず、依然として、その権限は曖昧なままである。そのため、産
業医の専門性を高めようとする議論は遅れたうえ、育成システムに格差があってもいまだ
是正されない状況にある。また、そもそも産業医は使用者の助言・補助機関以上の存在で
はないので、職務遂行における独立性・中立性を強く保障すべきとの指摘もほとんどなさ
れなかった。その結果、産業医に対する制度的信頼は、制度全体としては、必ずしも高い
ものとはなっていない。このような状況のもとでは、傷病に陥った労働者の就労可能性を
判定し、また雇用保護のため使用者に人事上の提案をするという、極めて専門性・中立性
の要求される任務を産業医に担わせることは困難であると言わざるを得ないのである。結
果として使用者は、産業医学の専門的知識を十分に持つ専門家から適格な助言を得ること
ができず、傷病に陥った労働者を、その症状に応じて適切に処遇することができなくなっ
ている。また、労働者としても、産業医学の知識が必ずしもあるわけではない医師の診察
に頼らざるを得ないため、就労能力を正確に使用者に伝えることができず、休職と復職を
繰り返すなど労働者としての地位が不安定となっている。現在の状況は、労使双方にとっ
て不都合な状態にあると言えるのである。 
以上の検討により、冒頭で定立した仮説、すなわち、「わが国の産業医が歴史的にも制度
的にも使用者の助言者・補助者に過ぎないことで、使用者が傷病に陥った労働者の処遇を
決定する際に産業医学の専門家が十分に関与できなくなっている。このことが、現在の混
乱が生じてしまっている根本的な原因ではないか」という仮説は、一定程度検証すること
ができたと言えるだろう。 
 
以上 
